
甲賀市告示第４８号 

 

 甲賀市市民協働事業提案制度実施要綱を次のとおり制定する。 

 

   平成２３年７月１５日 

甲賀市長  中 嶋 武 嗣    

 

 

甲賀市市民協働事業提案制度実施要綱 

 （趣旨） 

第１条 この告示は、市民活動団体の専門性、柔軟性等を活かした公益的な事業の 

 提案を募集し、提案された事業を市民活動団体及び市が協働で行うことについて 

 必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると 

 ころによる。 

 （１） 市民活動 市民の自主的な参加により、不特定多数の市民の利益の増進 

  に寄与するために行われる自発的かつ営利を目的とせず収益を関係者で分配し 

  ない非営利の活動をいう。 

 （２） 市民活動団体 市民活動を行う団体をいう。 

 （３） 協働事業 市民活動団体及び市が、それぞれ自らの果たすべき役割及び 

  責務を自覚して、自主性を相互に尊重しながら、協力し合い、又は補完し合っ 

  て行う事業をいう。この告示における協働の形態は、次に掲げるものとする。 

  ア 委託 

  イ 共催 

  ウ 事業協力 

  エ 実行委員会 

  オ 補助 

  カ その他、市長が協働と認めること。 

 （４） 公益 不特定かつ多数のための利益で、社会的ニーズがあること。 



 （協働事業の種別） 

第３条 協働事業の種別は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定 

 めるところによる。 

 （１） 市民テーマ型事業 自由なテーマで提案する事業 

 （２） 行政テーマ型事業 市が設定したテーマに基づき提案する事業 

 （提案団体の要件） 

第４条 協働事業を提案することができる市民活動団体は、次の各号のいずれの要 

 件も満たす市民活動団体とする。 

 （１） 活動拠点が市内にあること。 

 （２） 構成する会員が５人以上いること。 

 （３） 運営に関する会則等があり、適正な会計処理が行われていること。 

 （４） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７ 

  号）第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）又は暴力団若 

  しくはその構成員（暴力団の構成団体の構成員又はその構成員でなくなった日 

  から５年を経過しない者を含む。）の統制下にある団体でないこと。 

 （対象となる事業） 

第５条 協働事業は、次の各号のいずれの要件も満たすものでなければならない。 

 （１） 市内で実施される公益的な事業であり、身近な課題について、市民活動 

  団体と市が協働して実施することにより、その解決につながる事業であること。 

 （２） 具体的な効果、成果等が期待でき、市民サービスの向上が図られる事業 

  であること。 

 （３） 役割分担が明確かつ妥当であり、市民活動団体と市が協働して実施する 

  ことにより相乗効果が期待できる事業であること。 

 （４） 市民活動団体の特性である先駆性、専門性、柔軟性等を活かした新たな 

  視点からの事業であること。 

 （５） 予算の見積り等が適正であり、市民活動団体と市が協働して実施するこ 

  とが可能な事業であること。 

２ 前項の規定にかかわらず、事業が次の各号のいずれかに該当するときは、提案  

 の対象としないものとする。 

 （１） 公序良俗に反するもの 



 （２） 営利を主たる目的とするもの 

 （３） 宗教上の教義を広め、儀式行事を行い、信者を教化育成することを目的 

  とするもの 

 （４） 政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対することを目的とする 

  もの 

 （５） 特定の公職（公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第３条に規定す 

  る公職をいう。以下同じ。）の候補者（当該候補者になろうとする者を含む。） 

  若しくは公職にある者又は政党を推薦し、支持し、又はこれらに反対すること 

  を目的とするもの 

 （６） 法令、条例等に違反するもの 

 （７） 市の事業（施策）への要望又は団体の事業への支援を求めるもの 

 （実施期間） 

第６条 事業実施期間は、単年度とする。 

 （事業の提案） 

第７条 事業の提案をしようとする市民活動団体の代表者は、次に掲げる書類を市 

 長に提出しなければならない。 

 （１） 市民協働事業提案書（様式第１号） 

 （２） 市民協働事業提案企画書（様式第２号） 

 （３） 実施スケジュール（様式第３号） 

 （４） 市民協働事業提案収支予算書（様式第４号） 

 （５） 団体の概要書（様式第５号） 

 （６） 定款・会則等 

 （７） 会員名簿 

 （８） 予算及び決算関係書類（団体全体分） 

 （審査委員会） 

第８条 市長は、第５条に規定する協働事業の提案内容を審査するため、学識経験 

 者等で構成する市民協働事業提案制度審査委員会（以下「審査委員会」という。） 

 を設置するものとする。 

２ 審査委員会は、第７条に規定する書類により審査するほか、プレゼンテーショ 

 ン等により審査を行い、協働事業として適当と認めたときは、その旨の意見を市 



 長に述べるものとする。 

３ 市長は、審査委員会の意見を参考に、採択する協働事業を決定し、その結果を 

 市民協働事業提案制度協働事業採択結果通知書（様式第６号）により提案した市 

 民活動団体の代表者に通知するものとする。 

４ 前３項に定めるもののほか、審査委員会の組織及び運営について必要な事項は 

 市長が別に定める。 

 （審査結果の公開） 

第９条 市長は、前条の規定による協働事業の審査結果について公開するものとす 

 る。 

 （協定書の締結等） 

第１０条 協働事業の実施に当たり、提案した市民活動団体の代表者及び市長は、 

 それぞれの役割分担を明確にした協定書を締結するものとする。 

 （状況報告及び調査） 

第１１条 市長は、協働事業実施期間中において、事業の進捗状況について、事業 

 を実施する市民活動団体から聴取し、又は調査を行うことができるものとする。 

 （経費負担） 

第１２条 市長は、第１０条に規定する協定書に基づく協働事業の実施に当たり、 

 予算の範囲内で経費の負担をするものとする。 

 （備付帳簿等） 

第１３条 協働事業を実施する市民活動団体の代表者は、事業に係る必要な帳簿、 

 領収書等が確認できる書類を当該年度の翌年度から５年間保存しなければならな 

 い。 

 （報告書等の提出） 

第１４条 協働事業を実施する市民活動団体の代表者は、市民協働事業提案制度実 

 績報告書（様式第７号）及び事業収支決算書（様式第８号）を事業完了後１箇月 

 以内又は翌年度の４月２０日のいずれか早い日までに市長に提出しなければなら 

 ない。 

 （事業報告会） 

第１５条 協働事業を実施する市民活動団体の代表者は、市長が開催する事業結果 

 報告会において事業の内容について報告するものとする。 



 （その他） 

第１６条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

   付 則 

 この告示は、公布の日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第１号（第７条関係） 

市民協働事業提案書 

    年  月  日

甲 賀 市 長  あて 

所在地 

申請人 団体名 

代表者名               ㊞ 

 

次のとおり提案します。なお、会員名簿、担当者連絡先を除き公開を承諾します。

１ 提案事業の名称 
 

 

２ 提案の区分 

 
どちらかに○をつけてください。  
  

１ 市民テーマ型事業   ２ 行政テーマ型事業  

３ 事業期間（予定）     年  月  日 ～     年  月  日 

 

４ 協働の形態 

 

□委託 □共催 □事業協力 □ 実行委員会  

□補助 □その他（        ） 

 

５ 事 業 総 額 

 

                    円 

６ 市に支出を求める金

額 
                    円 

 

７ 添 付 書 類 

 

□ 会則等   □ 前年度事業報告書及び収支決算書 

□ 会員名簿  □ その他参考となるもの 

裏面をご覧ください。 

 

 



※ 提案事業の要件（確認した場合は、各項目の左の□ にチェック（レ）をしてく

ださい。） 

 

１～７すべてにチェック（レ）が入らない場合は、提案できません。 

 

□ １ 公序良俗に反するものでないもの。 

□ ２ 営利を主たる目的とするものでないこと。 

□ ３ 宗教上の教義を広め、儀式行事を行い、信者を教化育成することを目的とす 

  るものでないこと。 

□ ４ 政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対することを目的とするもの 

  でないこと。 

□ ５ 特定の公職（公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第３条に規定する公 

  職をいう。）以下同じ。）の候補者（当該候補者になろうとする者を含む。）若 

  しくは公職にある者又は政党を推薦し、支持し、又はこれらに反対することを目 

  的とするものでないこと。 

□ ６ 法令、条例等に違反するものでないこと。 

□ ７ 市の事業（施設）への要望又は団体の事業への支援を求めるものでないもの。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第２号（第７条関係） 

市民協働事業提案企画書 

１  事 業 の 分 野

又は活動の分野 

（主となる該当

分野に○をして

ください。 

①保健・医療・福祉 ②社会教育 ③まちづくり ④学術・文化・

芸術・スポーツ ⑤環境保全 ⑥災害救助 ⑦地域安全 ⑧人

権・平和 ⑨国際協力 ⑩男女共同参画 ⑪子どもの健全育成

⑫情報化社会 ⑬科学技術の振興 ⑭経済活動の活性化 ⑮職

業能力開発・雇用機会 ⑯消費者保護 ⑰非営利活動支援 ⑱そ

の他（          ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

２  提 案 事 業 の

詳細 

（１）現状と課題 

（２）事業の目的 

（３）解決方法 

 



 

 

３ 提案事業の特

色 

 

 

事業提案の先駆性・専門性・柔軟性など、提案の特色はど

のような点ですか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 役割分担及び

協働の効果 

 

 

 

 

（１）提案団体が担う役割・団体にとっての協働の効果 

（提案団体は具体的に何をしますか。団体にとってどんな

メリットがありますか。） 

 

 

 

 

（２）市へ期待する役割・市にとっての協働の効果 

（市へ求める役割は何ですか。市にとってどんなメリット

があると思いますか。） 

 

 

 

 

 

 

 

５ その他 

 

 

 

協働事業を進めていく上で、広くアピールしたいことがあ

れば自由にご記入ください。 

 

 

 



様式第３号（第７条関係） 

実施スケジュール 

 

○提案事業の実施スケジュールをご記入ください。（いつ頃、どのようなことをする

予定ですか） 

時 期 内        容 

４月 
 

５月 
 

６月 
 

７月 
 

８月 
 

９月 
 

１０月 
 

１１月 
 

１２月 
 

１月 
 

２月 
 

３月 
 

 

 



様式第４号（第７条関係） 

市民協働事業提案収支予算書 

 

提案事業に係る見積金額                 円 

 

（収入の部）                        （単位：円） 

区 分 予 算 額 積算根拠（品名、単価、数量等） 備  考 

例）市委託料    

 

 

   

 

 

   

合 計    

 

（支出の部）                         （単位：円） 

区 分 予 算 額 積算根拠（品名、単価、数量等） 備  考 

    

    

  

 

  

    

    

 

 

   

合 計 
   



支出経費の区分例 

 

支援対象経費 

□報償費（講演会・研修会等の講師への謝礼、調査・研究等に係る報償費など）

□旅費（研修等に要する交通費、講師・指導者等事業に必要な交通費） 

※ 日時・交通機関・経路・運賃等を明確に 

□需用費（チラシや冊子等の印刷製本費、材料費、文具や用紙等の消耗品費、書

籍等の購入費） 

□使用料及び賃借料（会場使用料、車両・機械、映画フィルム等の借上料） 

□通信運搬費（募集案内、会議資料、活動資料等、事業実施に必要な資材料等を

送付するための郵送料、宅配便料 ） 

 

対象外経費 

□スタッフ・参加者・講師への飲食代（食事・弁当・茶菓子代など） 

□商品券等金券の購入代金 

□記念品等の購入経費（イベント参加者への賞品・景品など） 

□家賃（敷金・礼金等を含む） 

□不動産の取得・造成・補修・改装に関する経費 

□団体の経常的な運営に関する経費（事務所の光熱水費など） 

□団体の基盤強化のための経費（NPO 法人への登記登録経費など） 

□領収書等により、実施団体が支払ったことを明確に確認できない経費 

□備品購入費 

□その他、協働事業と直接関わりのない経費と認められるものは対象外としま

す。 

 

 

 

 

 

 



様式第５号（第７条関係） 

団体の概要書 

団体の名称 
（ふりがな） 

 

団 体 所 在 地 
〒   －   

 

代表者氏名（ふりがな）  

団体のホームページ   http:// 

設立年月日 

（活動開始年月） 

   年   月 

会員の状況 

正会員  人・     団体

    （内甲賀市民  人）
年会費 

 

賛助会員  人・    団体 年会費  

主な活動分野  

主な活動場所  

団体の目的  

主な活動内容  

主な活動実績  

担 当 者 連 絡 先 (ふりがな) 

氏 名  
役職 

 

 

住 所  〒  － 

甲賀市 

電話番号    －     － 

ＦＡＸ     －     － 

Ｅ－mail 

※枠は、適宜広げて必要な事項を簡潔に分かりやすく記入してください。 



様式第６号（第８条関係） 

                              第     号 

                              年  月  日 

 

団体名 

代表者名        様 

 

甲 賀 市 長         印 

  

市民協働事業提案制度協働事業採択結果通知書 

 

   年  月  日付けで   年度市民協働事業提案制度に提案された事業に

ついて下記のとおり審査の結果を通知します。 

 

記 

 

協働事業提案制度の名称 

 

審査結果 
 

理由  



様式第７号（第１４条関係） 

 年  月  日 

甲賀市長 あて 

                    団体名 

                    所在地  

代表者名          ㊞ 

 

市民協働事業提案制度実績報告書 

 

    年度市民協働事業提案制度について、下記のとおり関係書類を添えて報告

します。 

協働事業提案

制度の名称 

 

 実施日・実施期間    年 月 日から  年 月 日まで 

実施場所  

人員体制 

（スタッフ） 

延べ実人数 

（算定式        ） 

参加者数 延べ人数    人 

（           ） 

内容  

 

 

実施効果 

（成果） 

 

 

 

 

添付資料 印刷資料・活動中の写真・その他（     ） 

※この実績報告書に記載しきれない場合は、別途提出してください。 

 



様式第８号（第１４条関係） 

事業収支決算書 

提 案 事 業 名  

 

【収入の部】  単位：円 

費目 予算額 決算額 増減 適用 

 

 

 

 

    

 

 

（Ａ） 

    

 

【支出の部】 

費目 予算額 決算額 増減 適用 

 

 

 

 

    

 

 

（Ｂ） 

    

収支差額（Ａ－

Ｂ） 

    

 

 

 

収入合計  

支出合計  


